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令
和
二
年
度

「
第
三
回 

モ
ラ
ル
サ
イ
エ
ン
ス
・
コ
ロ
キ
ア
ム
」
を
開
催

―
―
「
企
業
に
お
け
る
Ｓ
Ｄ
Ｇ
ｓ
の
最
前
線
」
を
め
ぐ
り
研
究
者
と
実
務
家
が
議
論

道
徳
科
学
研
究
所

「
第
三
回 

モ
ラ
ル
サ
イ
エ
ン
ス
・

コ
ロ
キ
ア
ム
」は
、「
企
業
に
お
け

る
Ｓ
Ｄ
Ｇ
ｓ
（
持
続
可
能
な
開
発
目
標
）

の
最
前
線
」を
テ
ー
マ
に
、
二
月
十

七
日
に
オ
ン
ラ
イ
ン
で
開
催
し
、
五

十
名
が
参
加
さ
れ
ま
し
た
。

ス
ピ
ー
カ
ー
（
発
表
者
）に
、
藤ふ

じ

野の

真し
ん

也や

氏（
麗
澤
大
学
助
教
）、
山や

ま

路じ

祐ゆ
う

一い
ち

氏（
株
式
会
社
フ
ジ
ク
ラ
）、
大お

お

塚つ
か

祐ゆ
う

一い
ち

氏（
道
科
研
客
員
研
究
員
・
就
実
大
学

専
任
講
師
）を
お
招
き
し
、
道
科
研
の

大お
お

野の

正ま
さ

英ひ
で

氏（
麗
澤
大
学
教
授
）が

コ
ー
デ
ィ
ネ
ー
タ
ー
を
務
め
ま
し

た
。藤

野
氏
は「
Ｓ
Ｄ
Ｇ
ｓ
の
概
要
と

実
現
に
向
け
た
進
捗
状
況
」と
題

し
、
Ｓ
Ｄ
Ｇ
ｓ
の
こ
れ
ま
で
の
達
成

状
況
に
つ
い
て
触
れ
ま
し
た
。
ま
た

人
権
概
念
に
も
着
目
し
、
事
例
を
挙

げ
な
が
ら
ビ
ジ
ネ
ス
と
の
関
係
や
目

標
達
成
の
確
度
向
上
を
狙
う
リ
ス
ク

ベ
ー
ス
ド
ア
プ
ロ
ー
チ
に
よ
る
企
業

の
責
任
・
人
権
デ
ュ
ー
デ
リ
ジ
ェ
ン

ス（
注
意
義
務
）の
必
要
性
と
課
題
に

つ
い
て
論
じ
ま
し
た
。

山
路
氏
は「
企
業
に
お
け
る
Ｓ
Ｄ

Ｇ
ｓ
の
実
践
と
課
題
」と
題
し
、
事

業
と
の
関
連
性
お
よ
び
Ｓ
Ｄ
Ｇ
ｓ
の

活
用
に
つ
い
て
論
じ
る
と
と
も
に
、

企
業
間
連
携
、
政
府
の
動
き
、
実
践

に
お
け
る
課
題
、
モ
ラ
ロ
ジ
ー
か
ら

見
る
Ｓ
Ｄ
Ｇ
ｓ
な
ど
に
つ
い
て
、
実

務
家
の
視
点
か
ら
課
題
を
整
理
し
問

題
提
起
を
さ
れ
ま
し
た
。

大
塚
氏
は「
中
小
企
業
に
お
け
る

Ｓ
Ｄ
Ｇ
ｓ
の
実
践
原
理
」と
題
し
、

関
連
概
念
で
あ
る
Ｃ
Ｓ
Ｒ（
企
業
の
社

会
的
責
任
）、
Ｃ
Ｓ
Ｖ（
共
通
価
値
の
創

造
）、
Ｅ
Ｓ
Ｇ（
環
境
・
社
会
・
ガ
バ
ナ

ン
ス
）の
関
係
を
整
理
し
た
う
え
で
、

中
小
企
業
の
Ｓ
Ｄ
Ｇ
ｓ
へ
の
取
り
組

み
方
に
つ
い
て
述
べ
る
と
と
も
に
、

人
づ
く
り
の
実
践
と
し
て
の
可
能
性

に
つ
い
て
発
表
し
ま
し
た
。

質
疑
応
答
に
お
い
て
は
、
チ
ャ
ッ

ト
機
能
を
活
用
し
な
が
ら
白
熱
し
た

討
論
が
展
開
さ
れ
ま
し
た
。

具
体
的
に
は
、「
Ｓ
Ｄ
Ｇ
ｓ
の
取

り
組
み
と
収
益
の
関
係
に
お
け
る
企

業
の
意
思
決
定
の
現
状
」「
Ｓ
Ｄ
Ｇ
ｓ

達
成
に
モ
ラ
ロ
ジ
ー
団
体
が
積
極
的

に
関
わ
る
可
能
性
」「
企
業
間
に
お
け

る
Ｓ
Ｄ
Ｇ
ｓ
の
温
度
差
」「
自
治
体
や

国
際
機
関
に
よ
る
Ｓ
Ｄ
Ｇ
ｓ
制
度
設

計
の
問
題
点
」「
Ｓ
Ｄ
Ｇ
ｓ
研
究
に
お

け
る
女
性
研
究
者
の
貢
献
と
現
状
」

な
ど
に
つ
い
て
議
論
が
交
わ
さ
れ
ま

し
た
。

ス
ピ
ー
カ
ー
、
コ
ー
デ
ィ
ネ
ー

タ
ー
、
参
加
者
の
そ
れ
ぞ
れ
が
情
報

共
用
を
し
な
が
ら
活
発
な
意
見
交
換

が
行
わ
れ
、
盛
会
の
う
ち
に
終
了

し
ま
し
た
。

１企業が、人間の安全保障の観点か
ら人権の促進に取り組めば、ステー
クホルダーのケイパビリティ（潜在
能力）が高まるとともに、経営資源
の開発により企業価値を高めること
になります。 ２ 仮に短期的な企業価
値の向上を求めれば、ステークホル
ダーの権利が促進されず、企業の持
続可能性も脅かすことになります。
３ 他方で、企業価値の向上を伴わな
い人権促進の取り組みは、多様なス
テークホルダーの支持を得られず、
取り組みの持続可能性が損なわれる
ことになります。

社会貢献活動と企業価値の関係（藤野真也氏作図）

企業価値

本業の経営を通じた
企業価値の向上

社会貢献活動を通じた
ケイパビリティ（潜在能力）の
開発と企業価値への貢献
（経営資源の開発）

経営資源
・ヒト
・モノ
・カネ
・情報
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